
貸　 借 　対 　照　 表
平成29年３月31日現在

(単位:千円)

流　動　資　産 177,202 流　動　負　債 71,699

11,215 18,826

60,355 7,901

3,920 3,573

7,926 8,853

89,742 8,843

4,042 18,000

固　定　資　産 27,376 5,700

有形固定資産 2,364 固　定　負　債 17,919

459 15,740

1,904 2,178

無形固定資産 7,042 89,618

7,042 純　資　産　の　部

投資その他の資産 17,969 株　主　資　本 114,960

11,700 30,000

6,269 25,172

25,172

59,788

3,540

56,247

繰 越 利 益 剰 余 金 56,247

114,960

204,578 204,578

資　産　の　部 負　債　の　部

現 金 及 び 預 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

工具、器具及び備品 役員株式給付等引当金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産 未 払 消 費 税 等

預 け 金 預 り 金

そ の 他 賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

建 物 退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

関 係 会 社 株 式 資 本 金

繰 延 税 金 資 産 資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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損　 益 　計 　算　 書

至　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

(単位:千円)

金　　　　　額

668,543

644,246

24,297

2,340

1,748

1,041

631 5,760

30,058

30,058

10,100

2,225 12,325

17,733

営 業 利 益

科　　　　　目

営 業 収 益

業 務 受 託 収 入

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

受 取 家 賃

保 険 配 当 金

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 利 益法 人 税 及 び 住 民 税前 期 繰 越 利 益
当 期 利 益当 期 未 処 分 利 益
中 間 配 当 額中間配当に伴う利益準備金積
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式・・・・・・・移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物       15 年 

    工具器具備品   5 年～10 年 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア  5 年 

３．引当金の計上基準 

(1)  賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。 

(2)  役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3)  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年～

16 年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13 年～16 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

(4)  役員株式給付等引当金 

 役員株式給付規程に基づく役員等への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の負担見込額に基づき計上しております。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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